
民生福祉常任委員会審査日程 
 

日 時 令和６年９月５日(木) 

午前９時から     

場 所 第２委員会室     

         

～審査内容～ 

 

１ 議案第５３号 令和５年度山陽小野田市国民健康保険特別会計歳入歳出決

算認定について               （保年） 

 

２ 議案第５５号 令和５年度山陽小野田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出

決算認定について              （保年） 

 

３ 議案第６２号 山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制

定について                 （保年） 

 

４ 議案第５４号 令和５年度山陽小野田市介護保険特別会計歳入歳出決算認

定について                 （高齢） 

 

５ 議案第６３号 のぞみ園整備事業（建築主体工事・機械設備工事）請負契

約の締結について              （障害） 

 

６ 議案第５７号 令和５年度山陽小野田市病院事業決算認定について 

（病院） 

 

７ 所管事務調査 病院事業報告について            （病院） 

 

 

 

 

 



議案第５３号　令和５年度　国⺠健康保険特別会計決算

【歳　入】 （単位︓千円）
予算現額 決算額 適用 R4年度決算額

1 国⺠健康保険料 913,946 934,036 現年度分・過年度分 978,577
2 国⺠健康保険税 20 1 93
3 使用料及び⼿数料 560 544 督促⼿数料、証明⼿数料 521
4 国庫⽀出⾦ 50 122 出産育児⼀時⾦臨時補助⾦ 825

5 県⽀出⾦ 5,584,275 5,510,905 保険給付費等交付⾦ （普通交付
⾦、特別交付⾦） 5,409,785

6 財産収入 145 119 国⺠健康保険基⾦運用利息 17
7 繰入⾦ 797,934 786,887 736,139

1 他会計繰入⾦ 567,197 556,150 繰出基準に基づく⼀般会計繰入⾦
（保険基盤安定、職員給与費等） 558,979

2 基⾦繰入⾦ 230,737 230,737 国⺠健康保険基⾦繰入⾦からの繰
入⾦ 177,160

8 繰越⾦ 96,838 96,838 前年度繰越⾦ 170,808

9 諸収入 17,064 11,420 延滞⾦、第三者⾏為療養給付費返
納⾦等 7,731

7,410,832 7,340,872 7,304,496

【歳　出】 （単位︓千円）
予算現額 決算額 適用 R4年度決算額

1 総務費 128,665 119,326 職員給与費等⼀般管理費、賦課徴
収事務費、運営協議会費等 117,386

2 保険給付費 5,493,262 5,368,193 5,253,531
1 療養諸費 4,730,779 4,619,850 療養給付費、審査⼿数料 4,543,572
2 ⾼額療養費 742,417 732,774 ⾼額療養費 699,407
3 移送費 60 0 移送費 0
4 出産育児諸費 13,006 10,164 出産育児⼀時⾦ 4,972
5 葬祭諸費 6,000 5,350 葬祭費 4,750
6 傷病⼿当⾦ 1,000 55 傷病⼿当⾦ 830

3 1,577,417 1,577,415
国⺠健康保険事業費納付⾦（医療
給付分、後期⾼齢者⽀援⾦等分、
介護納付⾦分）

1,587,855

4 共同事業拠出⾦ 3 1 退職者医療共同事業拠出⾦ 1
5 保健事業費 83,921 67,391 66,958

1 保健事業費 24,268 18,515

糖尿病性腎症重症化予防、こくほシェ
イプアップジム、がん検診、⻭周病検
診、脳ドック、医療費通知、はり・きゅう
施術費補助⾦等

19,366

2 特定健康診査等事業費 59,653 48,876 特定健康診査、特定保健指導、各
受診勧奨 47,592

6 基⾦積⽴⾦ 96,973 96,947 国⺠健康保険基⾦積⽴⾦ 170,813

7 諸⽀出⾦ 20,591 16,845 事業費確定に伴う保険給付費等交
付⾦返還、過年度保険料還付⾦ 11,114

8 予備費 10,000 0 0
7,410,832 7,246,118 7,207,658

94,754 翌年度へ繰越

合計

歳入歳出差し引き

款項

合計

款項

 国⺠健康保険事業費納付⾦

令和6年9月5日 民生福祉常任委員会資料（保険年金課）

資料1



令和5年度
⼭陽⼩野⽥市国⺠健康保険の概況

⺠⽣福祉常任委員会資料

令和6年9月5日（木）
福祉部保険年⾦課

資料2

被保険者数・世帯数の推移
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国保被保険者数（各年度末）

被保険者数 世帯数

本市の国⺠健康保険の被保険者数・世帯数は年々減少傾向にあります。
令和元年度から令和5年度までの5年間で、被保険者数は1,667人（13.6％）減少し、世帯数
は827世帯（10.2％）減少しています。

（人） （世帯）
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年齢構成別被保険者数
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年齢階層別被保険者数（R6.3.31現在）

国⺠健康保険に加⼊している被保険者の年齢構成は、70〜74歳が最も多く（3,907人）、次
いで65〜69歳（2,203人）となっています。
65歳以上の被保険者が、全被保険者のうち58％を占めています。

58％
（人）

2

被保険者の所得階層別世帯数
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所得階層別世帯数（R6.3.31現在）84％（世帯）

国⺠健康保険に加⼊している世帯の所得階層は、所得が0円の世帯が最も多く（2,092世帯）、
次いで101〜200万円の世帯（1,694世帯）となっています。
所得が200万円以下の世帯が、全世帯のうち84％を占めています。
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1人当たり保険料調定額の推移
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1人当たり保険料調定額（各年度末）

1人当たりの保険料調定額は年々減少傾向にあります。

（円）

4

保険料収納率の推移
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保険料収納率（現年度分・過年度分）

現年度分 過年度分

現年度分の保険料の収納率は、滞納者対策の取組や納付機会の充実を⾏ってきた結果、
年々上昇傾向にあります。
過年度分の収納率は、滞納分の未納額が減少していることもあり、横ばいとなっています。
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保険料収納状況の詳細

収納率未収額不納⽋損額還付未済額収納額調定額区分

96.57%31,9860758899,901931,887現年分

一般 20.34%108,04821,754033,143162,945滞納分

85.22%140,03421,754758933,0441,094,832計

-00000現年分

退職 19.49%971002351,206滞納分

19.49%971002351,206計

96.57%31,9860758899,901931,887現年分

合計 20,33%109,01921,754033,378164,151滞納分

85.15%141,00521,754758933,2791,096,038計

＜令和5年度保険料収納状況の詳細＞
（単位︓千円）

6

保険料の滞納状況等
＜滞納世帯数（R6.5.31現在）＞

割合滞納世帯数平均世帯数年度
12.2%989世帯8,087世帯R3年度
11.6%916世帯7,891世帯R4年度
10.3%779世帯7,536世帯R5年度

資格証短期証年度
9件330件R3年度

19件230件R4年度
24件196件R5年度

差押⾦額合計生命保険・給与等預⾦⼝座年度
9,667,750円289件173件116件R3年度
6,208,762円154件104件50件R4年度
5,239,450円172件50件122件R5年度

＜短期証・資格証の対象件数（R6.5.31現在）＞

＜差押件数（R6.5.31現在）＞
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医療費の推移
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医療費総額と一人当たり医療費の推移

医療費総額 一人当たり医療費

（千円） （円）

本市国⺠健康保険に係る医療費（⼊院、外来、⻭科、調剤などの医療に要した費⽤の総額）
は、年度によって増減はあるものの横ばい傾向ですが、一人当たりの医療費で⾒ると、年々増加傾
向にあります。

8

事業費納付⾦の推移
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事業費納付⾦総額と一人当たり事業費納付⾦の推移

事業費納付⾦総額 一人当たり事業費納付⾦

（千円） （円）

平成30年度の制度改⾰により、県が財政運営の責任主体となった以降、県に納付している事業
費納付⾦は、減少傾向にあるものの、被保険者一人当たりの事業費納付⾦の負担額で⾒ると、
被保険者の減少に伴って年々増加傾向にあります。
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基⾦残⾼の推移
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基⾦残⾼の推移（各年度末）
（千円）

国保財政の安定化や被保険者の保険料の負担軽減等を目的とした国⺠健康保険基⾦の残⾼は、
令和元年度から令和5年度までの5年間で、約2億円減少しています。
今後も、持続可能な国保財政の運営を⾏っていくため、適切な基⾦の運⽤や料率設定を検討して
いく必要があります。

10

保健事業の実績

実績等内容項目
通知回数︓年3回
通知件数︓20,326件

医療機関での受診状況を通知することにより、医療費
の適正化を図る。

医療費通知

通知回数︓年2回
通知件数︓569件

ジェネリック医薬品を利⽤したことによる差額を通知す
ることで医療費の適正化を図る。

ジェネリック医薬品差額通知

参加者数︓41人健康づくりの一環として、市内のトレーニングジムの指
導の下、⽣活習慣病の改善、運動習慣の確⽴を図る。
実施場所︓スポーツコアアルファ、ゼロワン、カーブス
実施時期︓6月、10月、2月
⾃⼰負担︓1,000円

こくほシェイプアップジム開催

参加者数︓10人糖尿病性腎症の⾼リスク者を抽出し、かかりつけ医か
ら推薦を受けた対象者に6か月間の保健指導を⾏う。

糖尿病性腎症重症化予防
事業

助成人数︓153人脳ドックを受診する際の費⽤を助成することで、脳疾
患の早期発⾒と医療費の適正化を図る。
⾃⼰負担額︓4,000円

脳ドック助成

受診者数︓140人⻭周病予防のため、⻭周病検診を実施する。⻭周病検診
令和6年3月策定被保険者の健康保持増進のため、効果的・効率的な

保健事業の実施を図るための事業計画として策定
第3期データヘルス計画策定

5款 保健事業費 1項 保健事業費 1目 疾病予防費
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保健事業の実績

受診率受診者数項目

22.2％895人胃がん検診

15.6％556人子宮がん検診

16.1％419人乳がん検診

33.8％3,036人肺がん・結核検診

20.3％1,819人大腸がん検診

16.0％338人前⽴腺がん検診

7.1％75人若者検診

5款 保健事業費 1項 保健事業費 1目 疾病予防費

＜各種検診受診状況＞

12

※国保の被保険者のみの数値

保健事業の実績
5款 保健事業費 2項 特定健康診査等事業費 1目特定健康診査等事業費

＜特定健康診査の受診状況＞

R5年度R4年度R3年度R2年度R1年度

8,026人8,520人9,051人9,360人9,348人対象者数

3,162人3,227人3,406人3,220人3,567人受診者数

39.4%37.9%37.6%34.4%38.2%受診率

＜特定健康診査の受診率向上に向けた取組＞

①AIを活⽤したデータ分析を⾏い、効率的・効果的な受診勧奨を実施
AIを活⽤したデータ分析により、対象者の特性に合わせた勧奨通知はがきを7パターン作成し、

年3回（6月、10月、12月）発送。

②集団健診の実施
受診者の利便性の向上を図るため、集団⽅式で特定健診を実施
市内6会場 13回実施 受診者471人
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保健事業の実績
5款 保健事業費 2項 特定健康診査等事業費 1目特定健康診査等事業費

＜特定保健指導の実施状況＞

R5年度R4年度R3年度R2年度R1年度

295人283人331人317人362人対象者数

27人17人20人25人25人実施者数

9.2%6.0%6.0%7.9%6.9%実施率

＜特定保健指導の実施率向上に向けた取組＞

①特定保健指導及び利⽤勧奨の外部委託
一部直営で実施していた特定保健指導及び利⽤勧奨について、専門事業者に委託するこ

とで効果的な保健指導等を実施する。
対象者に対して電話による利⽤勧奨を⾏い、保健指導につなげる。
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議案第５５号　令和５年度　後期⾼齢者医療特別会計決算

【歳　入】 （単位︓千円）

予算現額 決算額 適用 R4年度決算額

1 後期⾼齢者医療保険料 875,909 866,753 現年度分・過年度分 845,210

2 使用料及び⼿数料 86 90 督促⼿数料 107

3 繰入⾦ 296,480 293,245 繰出基準に基づく⼀般会計繰入⾦
（保険基盤安定、職員給与費等） 282,851

4 繰越⾦ 1,291 1,290 前年度繰越⾦ 805

5 諸収入 9,129 7,636 延滞⾦、⼀体的実施事業受託収入
等 13,104

1,182,895 1,169,014 1,142,077

【歳　出】 （単位︓千円）

予算現額 決算額 適用 R4年度決算額

1 総務費 26,086 23,116 職員給与費等⼀般管理費、賦課徴
収事務費等 32,599

2 1,152,266 1,142,054

後期⾼齢者医療広域連合納付⾦
（事務費等負担⾦、保険基盤安定
負担⾦、後期⾼齢者医療保険料納
付⾦）

1,105,602

3 保健事業費 2,418 1,765
⾼齢者の保健事業と介護予防の⼀
体的実施事業、健康診査受診券発
送

998

4 諸⽀出⾦ 2,025 928 過年度保険料還付⾦ 1,587

5 予備費 100 0 0

1,182,895 1,167,863 1,140,786

1,151 翌年度へ繰越

合計

歳入歳出差し引き

後期⾼齢者医療広域連
合納付⾦

款

合計

款

資料1

令和6年9月5日 民生福祉常任委員会資料（保険年金課）



令和5年度 後期⾼齢者医療特別会計概要

１．被保険者数

年度 ３月末人数 平均人数 伸び率
R3 10,896 10,770 △0.2%
R4 11,206 11,079 2.9%
R5 11,646 11,441 3.3%

２．収納率
（単位︓％）

R3 99.21 35.63
R4 99.49 48.11
R5 99.64 52.73

３．滞納者の状況

R3
R4
R5

４．短期被保険者証の発⾏状況

年度
R3
R4
R5

  ※資格証明書は⼭⼝県後期⾼齢者医療広域連合の⽅針により、発⾏されていません。

５．差押え件数

年度
R3
R4
R5

６．不納⽋損処分

年度
R3
R4
R5

（単位︓件、円）

（単位︓人、％）

年度 現年分 滞納分

年度 現年分 滞納繰越分
件数 ⾦額 件数 ⾦額

人数（3月末）

375 6,530,360 248 4,943,701
297 4,259,022 219 4,964,860
204 3,142,998 192 3,474,467

（単位︓人）

25
22
21

（単位︓件、円）
件数 ⾦額
11 734,060
12 600,965
19 1,999,918

（単位︓件、人、円）
件数 人数 ⾦額
18 15 191,644
22 17 954,228
24 19 882,748
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議案第６２号 山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１ 第２６条関係（徴収猶予）…急患等の被保険者に係る一部負担金及び保険料の 

徴収猶予の取扱い 

（１）改正内容 

各都道府県または市区町村の生活保護部局において、急患等として医療機関を

受診した国民健康保険の被保険者に対し、生活保護（医療扶助）の開始を職権で

決定した後、当該者に資力があることが判明し、生活保護の廃止を行うとともに、

当該者に対して治療等に要した医療費の全額を返還請求する事案が生じている

ことを踏まえ、こうした事案の発生を未然に防止するため、市条例に規定する保

険料の納付について、必要に応じて最長１年間の徴収猶予が活用できるよう改正

するもの。 

（２）経過措置（附則第２項） 

令和６年１２月以後の期間に係る保険料について適用し、 

    令和６年１１月以前の期間に係る保険料については、なお従前の例による。 

 

 ２ 第２９条関係（罰則規定）…被保険者証廃止に係る改正 

（１）改正内容 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等

の一部を改正する法律（令和５年６月９日公布）が、令和６年１２月２日から施

行され、被保険者証が廃止されることに伴い、所要の改正を行うもの。  

  →国民健康保険法第１２７条第１項から、被保険者証の返還に応じない者に対 

する１０万円以下の過料の規定が削られることとなったため、同法に基づく条  

例第２９条からも当該規定を削除する。 

（２）経過措置（附則第３項） 

条例の施行日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

  施行日の際、現に被保険者証を交付されている世帯主が同日以後に保険料を納 

付しない場合における被保険者証の返還については、なお従前の例による。 

 

 【施行期日：令和６年１２月２日】 
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第２6 条関係（徴収猶予）                                          

 
徴収猶予の活用 

①  保険料の徴収猶予（今回の条例改正） 
②  （医療費の）⼀部負担⾦の徴収猶予 

 
 

①  保険料の徴収猶予についての根拠規定 
➡国⺠健康保険法第７７条 

（保険料の減免等） 
第７７条 市町村及び組合は、条例⼜は規約の定めるところにより、特別の理由がある者に対し、保険料

を減免し、⼜はその徴収を猶予することができる。 
 

②  （医療費の）⼀部負担⾦の徴収猶予についての根拠規定 
➡国⺠健康保険法第４４条 

第４４条 市町村及び組合は、特別の理由がある被保険者で、保険医療機関等に第四十二条⼜は前条の規
定による⼀部負担⾦を⽀払うことが困難であると認められるものに対し、次の各号の措置を採ることが
できる。 
⼀ ⼀部負担⾦を減額すること。 
二 ⼀部負担⾦の⽀払を免除すること。 
三 保険医療機関等に対する⽀払に代えて、⼀部負担⾦を直接に徴収することとし、その徴収を猶予す

ること。 
２ 前項の措置を受けた被保険者は、第四十二条第⼀項及び前条第二項の規定にかかわらず、前項第⼀号

の措置を受けた被保険者にあっては、その減額された⼀部負担⾦を保険医療機関等に⽀払うをもって⾜
り、同項第二号⼜は第三号の措置を受けた被保険者にあっては、⼀部負担⾦を保険医療機関等に⽀払う
ことを要しない。 

３ 第四十二条の二の規定は、前項の場合における⼀部負担⾦の⽀払について準⽤する。 
 
➡⼀部負担⾦の徴収猶予及び減免並びに保険医療機関等の⼀部負担⾦の取扱いについて（昭和 34 年 3 月 30   

日付け保発第 21 号厚⽣労働省保険局⻑通知） 
第⼀ ⼀部負担⾦の徴収猶予及び減免 

⼀ ⼀部負担⾦の徴収猶予 
    保険者は、⼀部負担⾦の⽀払⼜は納付の義務を負う世帯主⼜は組合員が次の各号のいずれかに該

当したことによりその⽣活が困難となった場合において必要と認めるときは、その者に対し、その申
請により、六箇月以内の期間を限って、⼀部負担⾦の徴収を猶予するものとすること。この場合にお
いて当該世帯主⼜は組合員が保険医療機関等に対して当該⼀部負担⾦を⽀払うべきものであるとき
は、当該保険医療機関等に対する⽀払に代えて当該⼀部負担⾦を直接に徴収することとし、その徴収
を猶予することができること。 

   １ 震災、風水害、火災、その他これらに類する災害により死亡し、障害者となり、 
⼜は資産に重大な損害を受けたとき。 

   ２ ⼲ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁、その他これらに類する理由により収⼊が
減少したとき。 

   ３ 事業⼜は業務の休廃止、失業等により収⼊が著しく減少したとき。 
   ４ 前各号に掲げる事由に類する事由があったとき。 
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第２９条関係（罰則規定）                                          

国⺠健康保険法（令和 5 年 6 月 9 日改正／新旧対照表抜粋） 
第１２７条第１項 

改正後 改正前 
第１２７条 市町村は、条例で、第９条第１項若しくは第

５項の規定による届出をせず、⼜は虚偽の届出をした者
に対し十万円以下の過料を科す規定を設けることがで
きる。 

 

第１２７条 市町村は、条例で、第９条第１項若しくは第
９項の規定による届出をせず、若しくは虚偽の届出をし
た者⼜は同条第三項若しくは第四項の規定により被保険
者証の返還を求められてこれに応じない者に対し十万円
以下の過料を科する規定を設けることができる。 

 
第９条第１項、第５項（旧第 9 項） 

改正後 改正前 
（届出等） 
第９条 世帯主は、厚⽣労働省令で定めるところにより、

その世帯に属する被保険者の資格の取得及び喪失に関
する事項その他必要な事項を市町村に届け出なければ
ならない。 

２ 世帯主と同⼀の世帯に属する全て⼜は⼀部の被保険
者が第三十六条第三項に規定する電⼦資格確認を受け
ることができない状況にあるときは、当該世帯主は、厚
⽣労働省令で定めるところにより、当該世帯主が住所を
有する市町村に対し、当該状況にある被保険者の資格に
係る情報として厚⽣労働省令で定める事項を記載した
書⾯の交付⼜は当該事項の電磁的⽅法（電⼦情報処理組
織を使⽤する⽅法その他の情報通信の技術を利⽤する
⽅法であって厚⽣労働省令で定めるものをいう。以下こ
の項から第四項までにおいて同じ。）による提供を求め
ることができる。この場合において、当該市町村は、厚
⽣労働省令で定めるところにより、速やかに、当該書⾯
の交付の求めを⾏った世帯主に対しては当該書⾯を交
付するものとし、当該電磁的⽅法による提供の求めを⾏
った世帯主に対しては当該事項を電磁的⽅法により提
供するものとする。 

３ 前項の規定により同項の書⾯の交付を受け、⼜は電磁
的⽅法により同項の厚⽣労働省令で定める事項の提供
を受けた世帯主と同⼀の世帯に属する被保険者は、当該
書⾯⼜は当該事項を厚⽣労働省令で定める⽅法により
表⽰したものを提⽰することにより、第三十六条第三項
本⽂（第五十二条第六項、第五十二条の二第三項、第五
十三条第三項及び第五十四条の三第六項において準⽤
する場合を含む。）⼜は第五十四条の二第三項（第五十
四条の三第六項において準⽤する場合を含む。）の確認
を受けることができる。 

 
 
 
4 世帯主は、その世帯に属する全て⼜は⼀部の被保険者

の資格に係る事実の確認のため、厚⽣労働省令で定める
ところにより、当該世帯主が住所を有する市町村に対
し、当該事実を記載した書⾯の交付⼜は当該書⾯に記載
すべき事項の電磁的⽅法による提供を求めることがで
きる。この場合において、当該市町村は、厚⽣労働省令
で定めるところにより、当該書⾯の交付の求めを⾏った
世帯主に対しては当該書⾯を交付するものとし、当該電
磁的⽅法による提供の求めを⾏った世帯主に対しては
当該書⾯に記載すべき事項を電磁的⽅法により提供す
るものとする。 

（旧 5〜8 削除） 
５ 世帯主は、その世帯に属する被保険者がその資格を喪
失したときは、厚⽣労働省令の定めるところにより、速や
かに、市町村にその旨を届け出なければならない。 
 
 
 

（届出等） 
第９条 世帯主は、厚⽣労働省令で定めるところにより、

その世帯に属する被保険者の資格の取得及び喪失に関す
る事項その他必要な事項を市町村に届け出なければなら
ない。 

２ 世帯主は、当該世帯主が住所を有する市町村に対し、
その世帯に属する全ての被保険者に係る被保険者証の交
付を求めることができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 市町村は、保険料を滞納している世帯主（当該市町村

の区域内に住所を有する世帯主に限り、その世帯に属す
る全ての被保険者が原⼦爆弾被爆者に対する援護に関す
る法律（平成六年法律第百十七号）による⼀般疾病医療
費の⽀給その他厚⽣労働省令で定める医療に関する給付
（第六項及び第八項において「原爆⼀般疾病医療費の⽀
給等」という。）を受けることができる世帯主を除く。）
が、当該保険料の納期限から厚⽣労働省令で定める期間
が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合にお
いては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定
める特別の事情があると認められる場合を除き、厚⽣労
働省令で定めるところにより、当該世帯主に対し被保険
者証の返還を求めるものとする。 

4 市町村は、前項に規定する厚⽣労働省令で定める期間が
経過しない場合においても、同項に規定する世帯主に対
し被保険者証の返還を求めることができる。ただし、同
項に規定する政令で定める特別な事情があると認められ
るときは、この限りでない。 

 
 
 
 
 
 
５〜８（省略） 
９ 世帯主は、その世帯に属する被保険者がその資格を喪
失したときは、厚⽣労働省令の定めるところにより、速や
かに、市町村にその旨を届け出るとともに、当該被保険者
に係る被保険者証⼜は被保険者資格証明書を返還しなけれ
ばならない。 
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立 面 図

軒樋:塩ビ角型樋177×139 受金物SUS@600 堅樋: 塩ビ丸型60 受金物(SUS@1.200)

工事名称 図面名 縮尺(A2:100% A3:71%) 図面番号

1:100 1:** A
のぞみ園整備事業(建築主体工事・機械設備工事) 設計年月日 No.

令和 6年 3月  日
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破風板

軒天井

外　壁

巾　木

玄関ポーチ

スロープ

スロープ手摺

樋
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Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

Ｋ

磁器質150角ﾀｲﾙ張(防滑)　　（視覚障害者点字ﾌﾞﾛｯｸ)

磁器質150角ﾀｲﾙ張(防滑)　　（視覚障害者点字ﾌﾞﾛｯｸ)

Ｃ

北側立面図　　S=1:100

西側立面図　　S=1:100

ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し仕上 全面補修 撥水材塗

屋　根

棟丁部包み

符　号 部　位 仕　上

外　部　仕　上　表

Ｆ

Ｌ

窯業系防火ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ 横貼 t=16下地　塗装品

Ｌ 柱・土台

Ｆ

Ｌ

繊維混入ｾﾒﾝﾄけい酸ｶﾙｼｳﾑ押出成形板 181×17

外壁下地: 遮熱透湿防水ｼｰﾄ

一級建築士事務所　山口県知事登録　第1378号

株式会社 藤田建築設計事務所 TEL 0837-26-1580　　FAX 0837-26-1531

山口県長門市仙崎4295番地の8

〒759-4106

一級建築士(330428)

管理建築士

法適合確認設 計 者

河田晃男

一級建築士(336536)

田仲謙介

平棟部､隅棟部(ｶﾗｰｶﾞﾙﾘｳﾑ鋼板t=0.5mm) 

120x120　木材保護塗料塗 WP

水  切 防鼠なしﾀｲﾌﾟ（ｶﾗｰｶﾞﾙﾘｳﾑ鋼板 t=0.35㎜)
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東側立面図　　S=1:100
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平形屋根用スレート葺きt=5.2 一文字 3.0寸勾配

ﾊﾟﾙﾌﾟ繊維混入ｾﾒﾝﾄ板t=12 木目調　　軒先換気孔

ｽﾃﾝﾚｽ2段手摺(ﾄｯﾌﾟ手摺φ42.7 手摺φ34 支柱φ42.7)
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南側立面図　　S=1:100
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